
健康に関しては無頓着の人が多く、健康診断結果
がC・Dランクの人や肥満者が年々増え、とうとう
朝倒れて救急車で運ばれる社員まで出てきました。
建設業は人材不足で、社員一人一人の心と体の健康
が会社の成長を大きく左右することから、2018年
4月に社長が「健康でいきいきと働くことができる
職場づくり」を経営の最重要課題の一つに位置づけ、
健康経営に取り組むことを発表し、健康経営優良法
人2018の認定も取得しました。社長は建設業協会
や商工会など色々な経営者の会にも顔を出していた
ので、健康経営についての情報も得ていたのだと思
います。
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3 健康経営の具体的な取り組み

1 健康経営に取り組むきっかけ

健康経営で実施する取り組みについては、経営者
と主管部長が話し合った上で、総務部が中心となっ
て実施しています。実施する中で出てきた問題点に
ついては、総務部が主管部長に報告し、主管部長が
経営者と話し合って対応しています。

2 健康経営の推進体制

まずは自分自身の現在の身体状況を把握してもら
うため、3年かけて40歳以上の社員全員に全額会社
負担で人間ドックを受診してもらうことにしました。
その後は、毎年4月1日時点で満40歳・50歳の社員
を対象に、節目の健診として人間ドックを受けても
らい、更に50歳の社員には脳ドック・肺ドックも
必須にしました。現在では、毎年約3分の１の社員
が人間ドックを受診しています。

１）生活習慣病対策

現場ではICTを活用して時間の短縮を図ったり、
土日に仕事をする場合は平日に振替休日をとること
が浸透してきたので、2025年4月から完全週休二
日制を実施することにしました。

２）ワークライフバランス・過重労働対策

99名（男性80名、女性19名）
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年齢の高い社員は先輩の仕事を見て自分で学ん
できましたが、今の若い世代は先輩から教えても
らったり、マニュアルがあるのが当然と考えてい
ます。そうした世代間の感覚の違いから、若い社
員が急に出勤できなくなり辞めてしまったことが
ありました。このことをきっかけとして、メンタ
ルヘルス対策に取り組むことになりました。
職位別の研修として、上司は部下に対する接し

方、部下は上司に対する接し方を学ぶ研修を始め
たほか、2016年3月からは外部の産業カウンセ
ラーによる個人面談を開始しました。
毎月6名程度と面談して1年少しかけて全社員と

面談するものです。毎月の面談結果は、メンタル
ヘルス担当者や経営者にも報告してもらい、ここ
を改善すれば会社はもっと良くなるという提案を
してもらっています。
外部の産業カウンセラーなので話しやすいこと

に加え、産業カウンセラーはプロなので様々なこ
とを引き出し、本人に気づきを促してくれます。
産業カウンセラーから再度の面談が必要とされた
社員や、ストレスチェックで高ストレスと判断さ
れた社員については、優先して面談の予定を入れ
ています。産業カウンセラーには守秘義務がある
ため、具体的な個人名は特定できませんが、対応
できる問題は速やかに改善して行くことができま
す。そのことで、社員としても会社が対応してく
れたことを感じられると思います。
全員面談を開始してから10年ほど経ちますが、

最初は心の悩みを聞く癒しが中心でしたが、3年ほ
ど前からは、個人の目標に向かってどう進めば良
いかを考えるキャリア面談に変化してきました。

・産業カウンセラーによる全員面談
３）メンタルヘルス対策

健康経営優良法人
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昔は所属でも飲み会はよくありましたが、今の若
い人は飲まなくなり、誘って良いものか上司も悩ん
でいます。このため、社員同士のコミュニケーショ
ン化を図る目的で、社員１人につき飲食代5,000円
（税込5,500円）・代行代3,000円（税込3,300
円）の助成金を年3回まで支給する「コミュニケー
ション助成金制度」を作りました。現場の打ち上げ
や同期会など理由は問わず、社員が3人以上集まっ
た懇親会時に会社から助成金を出すもので、年々利
用者は増えています。

４）コミュニケーション対策
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懇親会

メンタルヘルスケア対策として、新入社員1人に
対し先輩社員を1人つけ、新入社員の悩みや不安を
聞き成長をサポートするメンター制度を2018年度
から導入しています。新入社員が何に困っているか、
どうすれば解決できるかを一緒に考えて導く経験を
通して、先輩社員自身の成長も期待できます。
メンターについては、新入社員（メンティ）の配

属先の部長が本人の性格を見極めた上で、同じ部門
の社員の中から本人に合いそうなメンターを選んで
います。メンターには年度末までの1年弱の間、最
低月1回はメンティとの面談を行ってもらいます。
その際、面談時の話の内容によっては、メンター以
外の者で知識やノウハウを指導する助言者を一人付
けて面談を行うことも可能としています。
飲食を伴う方が話しやすいこともあるので、事前

に申請することで、1人毎月5千円を上限に飲食代と
代行代3千円を補助しています。月1回の面談だけが
メンターの役割ではありませんが、最低月1回は面
談するきっかけとして、喫茶店でも飲み屋でも良い
のでじっくり話を聞いてもらえるようにしています。
このほか、メンター手当として月1万円を支給し、

メンターからは毎月報告書を提出してもらっていま
す。報告書は自由記載方式で5〜6行を書ける欄を設
けていて、提出された報告書に所属部長がコメント
を書き、役員もコメントを書いた上で、メンターと
メンティに戻されます。報告書にメンティのコメン
トで「こんなことで失敗したらどうしよう」と書い
てあれば、役員が「失敗なんて若いうちはどんどん
したらいい」とコメントすることもあります。メン
ター制度だけの効果とは言えませんが、メンター制
度を導入してから若い人の離職率は減少しています。

メンター研修

・メンター制度



7 保険組合事業の活用

個々の社員の健診結果を踏まえ、名古屋健康支
援室の保健師等から保健指導を実施してもらい、
将来の病気のリスクを説明してもらっています。
ヘルスフォーキャストに取り込むデータを会社

で入力するのは負担が大きいため、タイムラグが
多少あっても、保険組合から提供されるデータを
活用したいと考えています。

会社を活性化していくためにも、社員が心と
体の健康を維持していく上でも、社員同士のコ
ミュニケーションが大事だと思います。少子化
で職員の確保も大変なので、一人一人の健康を
大事にして、会社が回るようにしていく必要が
あります。そのためにも健康経営に取り組む意
味は大きいと思います。

これから健康経営に取り組む他社へのメッセージ

【説明：砺波工業株式会社
執行役員総務部長 橋本 昇様
総務部課長 津田裕恵様 】

100人程度の規模の事業所だと、うつで長期間
休む社員が1人〜2人はいるものでしょうが、当社
ではうつで休む社員がいないのは、メンタルヘル
スの取り組みを継続してきた効果かと思います。
メンタルヘルスの取り組みを始めてから、若い社
員の離職も減っています。
一方、最近の若い人は福利厚生や休みの多さに

関心があるのですが、採用時に当社への志望動機
として「健康経営」をあげる学生はいません。土
地柄かもしれませんが、学生にはそこまで「健康
経営」という言葉が浸透していないのかと思いま
す。

5 健康経営に取り組むことで
実感した効果

喫煙対策には難しさを感じています。禁煙に成
功した社員もいますが、ストレス解消に喫煙が有
効との意見もあり、喫煙場所は社内の喫煙室に限
定しているものの、喫煙時間までは制限できてい
ません。土木建築業全体の問題でしょうが、喫煙
対策は今後の課題と考えています。

6 今後の課題

以前より健康に関心を持つ社員は増えてきまし
たが、まだまだ気にしていない社員も多くいます。
健診結果の細かい数字を見ても、良いのか悪いの
かよく分からないというのが正直な意見です。こ
のため、新たに生活習慣病リスク予報システム
「ヘルスフォーキャスト」（現状の健康診断結果
から今後どのような病気にかかるリスクがどの程
度あるかを医療ビックデータを活用して予測する
システム）を導入し、社員に自身の分析結果を提
供することにし、現在準備を進めているところで
す。

産業カウンセラーは10年間同じ人で、会社の状
況を十分把握しています。産業カウンセラーの所
属会社には、新入社員研修や一般的なメンタルヘ
ルス研修のほか、ストレスチェックと集団分析も
委託しています。毎月の面談結果とストレス
チェック結果の情報があるため、全体をリンクさ
せて現実的で具体的な提案をしてもらえています。

4 健康経営で工夫している点

２）生活習慣病リスク予報システムの導入

１）全員面談とストレスチェックの活用
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